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• 原⼦⼒災害医療派遣チーム活動の基本⽅針
• EAL・OILに基づく防護措置のイメージ
• 関係機関・組織
• 原⼦⼒災害医療派遣チームの準備
• 資機材
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• 原⼦⼒災害発⽣時の活動の流れ
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• 派遣要請・出動
• 基本的活動
• 安全確保
• 連絡、記録の作成と保管
• 活動の終了
• 費⽤の⽀弁



原⼦⼒災害医療派遣チーム活動の基本⽅針
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原⼦⼒災害医療派遣チーム（以下「派遣チーム」という。）の活動は、平
時に派遣チームを保有する医療機関と当該医療機関を管轄する道府県との間
で締結された協定（以下「協定」という。）及び地域防災計画等に基づきま
す。

原⼦⼒災害医療・総合⽀援センター、⾮被災道府県から派遣チームを出動
させることが基本となります。ただし、被災道府県の原⼦⼒災害医療調整官
が必要性を判断した場合には、被災道府県内の派遣チームを出動させること
もできます。

派遣チームの出動先は、被災道府県の原⼦⼒災害拠点病院を基本とし、派
遣先の機関の⻑の指揮下で⽀援活動を⾏います。

その活動は、例えば汚染のある患者に対する救急医療等の提供など、原⼦
⼒災害医療に係る活動の⽀援を基本としますが、出動先の原⼦⼒災害拠点病
院で対応できない被ばく傷病者等が発⽣した場合には、⾼度被ばく医療⽀援
センターまたは原⼦⼒災害医療・総合⽀援センターへ搬送する際の搬送⽀援
を⾏います。また、原⼦⼒災害の発⽣時に被災道府県または被災道府県内の
市町村が事前に策定した原⼦⼒防災に係る各種計画の実⾏に際して、他の関
係する対処要員よりも派遣チームによる対応の⽅がより適切と判断される場
合（例えば医療機関における避難計画を実施しようとした際や避難所等での
救護活動を⾏おうとした際に計画上の⼈員確保が困難と判断される場合）等
には、必要に応じて原⼦⼒災害時の医療ニーズに可能な範囲で柔軟に対応し
ます。



原子力規制庁資料から抜粋

EAL・OILに基づく防護措置のイメージ
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EAL(AL)

EAL(SE)

EAL(GE)

緊急時活動レベル（EAL）、運⽤上の介⼊レベル（OIL）に基づく防護措置
のイメージです。
【警戒事態：EAL（AL）】

・PAZの施設敷地緊急事態要避難者は、避難の準備を⾏い、そのほかの住
⺠は情報収集を⾏います。

・UPZの住⺠は、情報収集を⾏います。
【施設敷地緊急事態：EAL（SE）】

・PAZの施設敷地緊急事態要避難者は避難し、そのほかの住⺠は避難の準
備および安定ヨウ素剤を服⽤する準備を⾏います。

・UPZの住⺠は、屋内退避の準備を⾏います。
【全⾯緊急事態：EAL（GE）】

・PAZの住⺠は、国や地⽅公共団体からの指⽰に従い、安定ヨウ素剤を服
⽤し、避難します。

・UPZの住⺠は、屋内退避を⾏います。また、避難の準備および安定ヨウ
素剤を服⽤する準備を⾏います。

緊急事態のうち全⾯緊急事態（EAL（GE））に⾄り、異常な量の放射性物
質が放出された場合には、緊急時モニタリングの結果などによって、適切な
防護措置を実施します。

●放射性物質の異常な量の放出後の防護措置
UPZの住⺠が⾏う防護措置を実施する判断基準として、空間放射線量率や

環境中の放射性物質の濃度などで表される「運⽤上の介⼊レベル」
（OIL:Operational Intervention Level）が設定されています。

これらの基準値は、緊急事態当初に⽤いられ、地上に沈着した放射性物質の
種類が明確になった時点で必要に応じて改定されます。



関係機関・組織
役割機関・組織

原⼦炉施設等が⽴地する道府県と原⼦⼒災害対策重点区域がある道府県

⽴
地
道
府
県
等

• 地域の医療事情に詳しい者
• 医療機関、消防機関等に対して搬送する患者の汚染や推定被ばく線

量に基づいて、その搬送先を適切かつ迅速に指⽰
• 必要に応じて、他の⽴地道府県等に対して派遣チームの派遣を要請

原⼦⼒災害医療調整官

• 被ばくがある場合の適切な診療等の提供原⼦⼒災害拠点病院
• 原⼦⼒災害での医療対応や⽴地道府県等が⾏う原⼦⼒災害対策等を

⽀援原⼦⼒災害医療協⼒機関

• 原⼦⼒災害が発⽣またはそのおそれがある被災道府県において救急
医療等を⾏うことのできる専⾨的な研修、訓練を受けた医療チーム原⼦⼒災害医療派遣チーム

• 原⼦⼒災害医療派遣チームの保有と派遣調整
• 教育・研修、訓練の実施原⼦⼒災害医療・総合⽀援センター

国
等

• 被ばく患者の線量評価や診療等に関する指導、助⾔、⽀援等を⾏う
専⾨派遣チームを保有⾼度被ばく医療⽀援センター

• ⾼度被ばく医療⽀援センターの中⼼的・先導的役割
• 地域の中核となる医療従事者等、⾼度被ばく医療⽀援センター、原

⼦⼒災害医療・総合⽀援センターの医療従事者、専⾨技術者等への
⾼度専⾨的な教育研修

基幹⾼度被ばく医療⽀援センター

• 原災本部⻑指⽰、各種対策の実施
• オフサイト対策の⽀援に係る連絡調整
• ⾃治体との具体的対策の検討・調整

緊急事態応急対策等拠点施設（オフ
サイトセンター; OFC）

• 官邸の意思決定を⽀える情報分析、現地の対応状況のフォローアッ
プ

原⼦⼒規制庁緊急時対応セ
ンター（ERC） 4

原⼦⼒災害とは、原⼦⼒施設の事故等に起因する放射性物質または放射線
の環境への異常な放出により⽣じる被害を意味します。原⼦⼒災害対策特別
措置法（以下「原災法」）では、原⼦⼒施設外における放射性物質または放
射線の放出が⼀定の⽔準を超えた場合には、原⼦⼒緊急事態（原災法第２条
第２号に規定する「原⼦⼒緊急事態」をいう。）に該当するものとされ、緊
急事態応急対策が講じられます。こうした事態における原⼦⼒災害医療の対
応には、通常の救急医療、災害医療に加えて被ばく医療の考え⽅が必要とな
ります。この原⼦⼒災害医療を提供するのが、原⼦⼒災害拠点病院、原⼦⼒
災害医療協⼒機関、原⼦⼒災害医療・総合⽀援センター、⾼度被ばく医療⽀
援センター、基幹⾼度被ばく医療⽀援センターとなります。この中で、原⼦
⼒災害拠点病院、原⼦⼒災害医療協⼒機関、原⼦⼒災害医療・総合⽀援セン
ターは原⼦⼒災害医療派遣チームを保有します。⾼度被ばく医療⽀援セン
ターは専⾨派遣チームを保有します。

また、原⼦⼒災害医療調整官は、地域の医療事情に詳しい者とし、原⼦⼒
災害医療調整官を⻑とする複数者からなるグループを組織して⽴地道府県等
が設置する災害対策本部内に配置することとなっています。この原⼦⼒災害
医療調整官は、医療機関、消防機関等に対して搬送する患者の汚染や推定被
ばく線量に基づいて、その搬送先を適切かつ迅速に指⽰します。その際、救
急医療体制を活⽤し、医療機関に対して傷病者を受け⼊れるように指⽰し、
その受⼊れを確認します。特に、重篤な傷病者については指定された原⼦⼒
災害拠点病院等に搬送できるようにします。また、原⼦⼒災害医療調整官は、
必要に応じて、他の⽴地道府県等に対して派遣チームの派遣要請を⾏い、⽴
地道府県等内の原⼦⼒災害拠点病院等へ派遣します。



原⼦⼒災害医療派遣チームの準備
❖ 構成員

◇ 医師、看護師、放射線防護関係者、業務調整員等の4名以上
◇ 被ばく医療に必要な知識、技能を保有する者

❖ 資機材；7⽇程度の活動に必要な分量
◇ 備蓄、保管、点検、校正を適切に実施

❖ 規程
◇ チームの編成、召集、資機材や⾞輌の管理、整備、安否確認や情報共有、連絡体制、補

償に関する事項
◇ 出動⼿続き、活動⼿順、連絡⽅法等のマニュアル

❖ 教育・研修、訓練、ネットワーク構築
◇ 原⼦⼒災害医療・総合⽀援センターが実施する研修を定期的に受講、派遣調整や派遣の

訓練に参加
◇ 道府県内で構築される医療ネットワーク会議等及び地域原⼦⼒災害時医療連携推進協議

会等に参加
❖ 道府県との協定締結

◇ 医療機関と管轄する道府県とが派遣チームの運⽤に関する協定締結
 派遣要請等の⼿続き、運⽤、費⽤⽀弁、補償

❖ 記録の作成・保管
◇ 構成員の教育・研修の受講記録の作成、保管 5

原⼦⼒災害医療派遣チーム（以下、派遣チーム）は４名以上で、原⼦⼒災
害が発⽣またはそのおそれがある場合に提供される医療に必要な知識、技能
を保有する医師、看護師、放射線防護関係者、業務調整員等から構成されま
す。

資機材は、移動時間も含めて７⽇程度の活動に必要な分量を基本として整
備し、定期的に点検を⾏います。

派遣チームの編成や招集、資機材や⾞輛の管理及び整備、安否確認や情報
共有、連絡体制、補償に関する事項など必要とされる規程をあらかじめ院内
で整備します。また、派遣チームの出動⼿続きや活動⼿順、連絡⽅法等を定
めたマニュアル類を事前に院内で整備しておくことが望ましいです。

原⼦⼒災害医療・総合⽀援センターが主催する派遣チーム研修などの教
育・研修を定期的に受講し、派遣調整訓練や派遣訓練等、道府県内で構築さ
れる医療ネットワークの会議等及び担当地域の原⼦⼒災害医療・総合⽀援セ
ンターが主催する地域原⼦⼒災害時医療連携推進協議会等に積極的に参加し
ます。

派遣チームを保有する医療機関は、管轄する道府県と派遣チームの運⽤に
関する協定をあらかじめ締結します。また、派遣チームの構成員の教育・研
修の受講記録を作成、保管します。

参考：「原⼦⼒災害医療派遣チーム活動要領」 平成29年3⽉29⽇ 原⼦⼒
規制庁原⼦⼒災害対策・核物質防護課



資機材

品⽬項⽬

構成員全員の乗⾞が可能
構成員が休憩、宿泊できるスペース⾞輌

衛星携帯電話など複数の通信⼿段通信機器

防護服等、個⼈線量計、安定ヨウ素剤個⼈防護装備

空間線量計、表⾯汚染計放射線測定器

ガーゼ、膿盆、洗浄⽤ボトル、吸⽔シートなど除染⽤資機材

ビニール袋、ビニールシート、ろ紙シート、養⽣⽤テープなど養⽣⽤資機材

救急医療、災害医療に必要な資機材医療資機材

⾷料、⽔など7⽇分⽣活必需品
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原⼦⼒災害医療派遣チームの資機材です。
放射線測定器等は、定期的に点検、校正して、常に使⽤できることを確認

しておきます。また、⽣活必需品は、移動時間も含め7⽇程度の活動に必要な
分量を備蓄します。

参考 DMAT隊員養成研修会 DMAT標準資器材リスト
http://kenkyuukai-
113.skillupjapan.tv/images/sys%5Cinformation%5C20110510100123-
6B6B6D40DD150D47D0FB91F8E7521B5C6FD7E359DEF65B6C1DEF4A07C
657661C.pdf#search='DMAT資器材



派遣チーム受⼊準備
❖ 複数の派遣チームの⽀援を受け⼊れることを想定

◇ 派遣チームの待機場所、活動控室、宿泊や⾷事の提供場所等の体制
整備

◇ 院内外のスタッフの役割分担、資機材の配置等の⼯夫
❖ 情報提供・共有

◇ 災害対策に係る体制、職種別の院内関係者名簿、院外からの⽀援者
名簿、資機材等の配置場所

◇ 原⼦⼒規制委員会の「緊急情報メールサービス」、管轄の道府県か
らの連絡による原⼦⼒災害の発⽣、事態推移等を速やかに把握、共
有

◇ 原⼦⼒災害医療・総合⽀援センター、⾼度被ばく医療⽀援センター
との連絡体制

❖ 院内原⼦⼒災害医療コーディーネーター
◇ 外部からの原⼦⼒災害医療の⽀援受⼊れの調整

❖ 職種別院内コーディネーター
◇ 医師、看護師、診療放射線技師、薬剤師などの職種ごとに受⼊れの

調整
❖ 複数の派遣チームと協働して活動を⾏うための研修の実施
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派遣チームの⽀援を受け⼊れる可能性のある原⼦⼒災害拠点病院等の医療
機関は、複数の派遣チームの⽀援を受け⼊れることを想定し、外部からの原
⼦⼒災害医療の⽀援受⼊に関する院内原⼦⼒災害医療コーディネーター（以
下「院内コーディネーター」という。）を定めます。また、、必要に応じて、
医師、看護師、診療放射線技師、薬剤師といった職種ごとに受⼊に関する職
種別院内コーディネーターを定めます。

体制整備としては、派遣チームの受⼊待機場所、活動控室、宿泊や⾷事の
提供場所等、災害対策に係る体制、職種別の院内関係者名簿、院外からの⽀
援者名簿、資機材等の配置場所の情報提供体制、原⼦⼒規制委員会の「緊急
情報メールサービス」、管轄の道府県からの連絡による原⼦⼒災害の発⽣、
事態推移等を速やかに把握、共有する体制、原⼦⼒災害医療・総合⽀援セン
ター、⾼度被ばく医療⽀援センターとの連絡体制を構築します。

また、複数の派遣チームと協働して活動を⾏うための研修を実施し、他の
機関が主催する訓練等にも積極的に参加します。

派遣チームの緊密な医療ネットワーク構築を⽬的とする道府県内の医療
ネットワークに係る会議や地域を担当する原⼦⼒災害医療・総合⽀援セン
ターが主催する地域原⼦⼒災害時医療連携推進協議会等に積極的に参加しま
す。



原⼦⼒災害発⽣時の活動の流れ

派遣調整の体制⽴ち上げ

待機要請

派遣要請

出動

派遣先での活動

原⼦⼒災害医療・
総合⽀援センター

原⼦⼒災害医療
派遣チーム

• 派遣チームの派遣調整⼿続きの開始
• 原⼦⼒規制庁緊急時対応センター

（ERC) との連絡
• 発災道府県の原⼦⼒災害医療調整官と

の連絡

• 活動に必要な資機材等を準備

• 活動に必要な資機材等を携⾏し、出動

• ⾃ら保有する⾞輌での移動
• ⾞輌がない場合は、⾃ら移動⼿段を検

討

• 移動時間を除き、概ね5⽇間が基本
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原⼦⼒規制委員会防災業務計画に基づき、事故警戒本部が原⼦⼒規制庁緊
急時対応センター（ERC）に設置された場合には、警戒事態が発⽣した道府
県を担当する原⼦⼒災害医療・総合⽀援センターは事務局員を当該⽀援セン
ターに緊急参集させるなど派遣チームの派遣調整⼿続きを開始できる体制を
速やかに構築します。また、原⼦⼒統合防災ネットワークシステムの接続を
確認するとともに、ERC 及び警戒事態が発⽣した道府県の原⼦⼒災害医療調
整官と緊急に連絡がとれる体制を構築します。

原⼦⼒災害医療・総合⽀援センターが派遣チームを保有する医療機関と調
整し、派遣候補となる派遣チームを選定し、医療機関に対して出動待機を依
頼します。その後、派遣チームは活動に必要な資機材等を準備し、派遣要請
がなされた場合は、出動します。



待機要請

原⼦⼒災害医療・
総合⽀援センター

医療機関

原⼦⼒災害医療
調整官

医療機関

ERC原⼦⼒災害
発⽣

被災道府県

⾮被災道府県

連絡

①⾮被災道府県から
の⽀援の必要の可能
性が⾼いと判断

OFC医療班

連絡

②⾮被災道府県の
派遣チームの派遣
準備依頼

④派遣チーム
の情報

④派遣チー
ムの情報

⑥派遣チーム
の待機要請

受⼊れ医療機関

③調整・選定・
出動待機依頼

⑤派遣チーム
の待機要請⑤受⼊れ

準備要請

原⼦⼒災害医療
派遣チーム

⑦待機指⽰

⑤派遣チーム
の待機要請

原⼦⼒災害医療
派遣チーム

⑥待機指⽰

緊急参集
派遣調整体制⽴ち上げ
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原⼦⼒災害が発⽣またはそのおそれがある場合であって、⾮被災道府県か
らの原⼦⼒災害医療に係る活動の⽀援が必要になる可能性が⾼いと被災道府
県が判断した場合には、被災道府県の原⼦⼒災害医療調整官は被災道府県を
担当する原⼦⼒災害医療・総合⽀援センター（以下、総合⽀援センター）に
対し、⾮被災道府県の派遣チームの派遣準備の調整を依頼すると同時にOFC
医療班を通じてERCにも連絡します。

被災道府県を担当する総合⽀援センターは、⾮被災道府県の派遣チームを
保有する医療機関と調整、派遣チームを選定し、派遣チームを保有する医療
機関に対して当該チームの出動待機を依頼します。さらにその派遣チームの
情報を被災道府県の原⼦⼒災害医療調整官、出動待機を依頼された医療機関
を管轄する道府県及びERC医療班にも伝達します。

被災道府県の原⼦⼒災害医療調整官は、⾮被災道府県に派遣チームの待機
要請を⾏い、⽀援受⼊医療機関に対し、派遣チームの受⼊準備の要請を⾏い
ます。受⼊準備の要請を受けた派遣チームの⽀援受⼊医療機関は、速やかに
院内の受⼊準備を開始します。

管轄の⾮被災道府県から待機の要請を受けた医療機関の⻑は、派遣候補と
なる派遣チームの構成員に対して待機を指⽰し、派遣チームの構成員は、活
動に必要な資機材等を準備し、出動に備えます。

国は被災道府県からの派遣要請がない場合であっても、緊急の必要性があ
ると認めるときは、⾮被災道府県に対して派遣チームの待機を要請すること
ができます。



派遣要請・出動

原⼦⼒災害医療・
総合⽀援センター

医療機関

原⼦⼒災害医療
調整官

医療機関

ERC原⼦⼒災害
発⽣

被災道府県

⾮被災道府県

連絡

①⾮被災道府県か
らの⽀援が直ちに
必要と判断

OFC医療班

連絡

②情報提供
• 派遣チーム数
• 派遣先
• 活動内容
• 原⼦⼒災害の

状況等 ④派遣チーム
の情報

④派遣チーム
の情報

⑥派遣チーム
の出動要請

受⼊れ医療機関

③選定・出動依頼

⑤派遣チーム
の派遣要請⑤受⼊れ

要請

原⼦⼒災害医療
派遣チーム

⑦出動指⽰

⑤派遣チーム
の出動要請

原⼦⼒災害医療
派遣チーム

⑥出動指⽰

⑥受⼊体制
完了報告

⾃ら保有する⾞輌での移動
⾞輌がない場合は、⾃ら移動⼿段を検討 ⑧出動 10

⾮被災道府県からの原⼦⼒災害医療に係る活動の⽀援が直ちに必要である
と被災道府県が判断した場合には、被災道府県の原⼦⼒災害医療調整官は被
災道府県を担当する総合⽀援センターに対し、必要とされる派遣チーム数、
派遣先、活動内容、原⼦⼒災害の状況等に関する情報を提供し、派遣チーム
の派遣調整を依頼すると同時にOFC医療班を通じてERCにも連絡します。被
災道府県を担当する総合⽀援センターは、原⼦⼒災害の規模、被災道府県の
所在地や派遣先となる原⼦⼒災害拠点病院等の地理的な位置関係等を考慮し、
出動待機を要請された派遣チームの中から必要とされる派遣チームを迅速か
つ適切に選定し、当該チームを保有する医療機関に対し、派遣チームの出動
を依頼します。また、選定した派遣チームの情報を被災道府県の原⼦⼒災害
医療調整官、当該チームを保有する医療機関を管轄する道府県及びERC 医療
班にも伝達します。

被災道府県の原⼦⼒災害医療調整官は、出動を依頼された派遣チームを保
有する医療機関を管轄する⾮被災道府県に対し、派遣チームの派遣を要請し
ます。さらに、派遣チームの⽀援受⼊医療機関に対し、派遣チームの受⼊を
要請します。受⼊医療機関は、受⼊体制が整った段階でその旨を被災道府県
の原⼦⼒災害医療調整官に伝達します。

管轄の⾮被災道府県から派遣要請を受けた派遣チームを保有する医療機関
の⻑は、派遣チームの構成員に対して出動を指⽰し、出動を指⽰された派遣
チームの構成員は活動に必要な資機材等を携⾏し出動します。

派遣チームを出動させる医療機関は、管轄の道府県、被災道府県を担当す
る総合⽀援センターを通じて、派遣チームの出動時刻と現地到着予定時刻等
について、被災道府県の原⼦⼒災害医療調整官に伝えます。



基本的活動

❖ 1チームの活動は、移動時間を除き、概ね5⽇間
◇ ⻑期の活動が必要と判断される場合

 被災道府県の原⼦⼒災害医療調整官は、原⼦⼒災害医療・総合⽀援センターの
協⼒を得て、活動期間の延⻑あるいは交替について調整

❖ ⽀援受⼊医療機関での活動
◇ ⽀援受⼊医療機関の⻑の指揮下で活動
◇ 汚染のある患者に対する救急医療等の提供
◇ ⾼度被ばく医療⽀援センター等への搬送⽀援
◇ 必要に応じて原⼦⼒災害時の医療ニーズに可能な範囲で柔軟に対応

❖ 業務の⽀援体制
◇ ⽣活必需品等は、基本的に派遣チーム⾃らが準備、調達
◇ 業務調整員の同⾏

 移動、⾷料、宿泊、⼊浴等の⼿配・確保
 活動内容の確認、調整
 活動に必要な医薬品や資機材、⽔等の調達
 活動内容や活動に要した費⽤等の記録
 医療機関の院内コーディネーター等と⼗分に調整して、派遣チームが円滑に活

動できるように努める
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派遣チームの１チームあたりの活動期間は移動時間を除き概ね５⽇間を基
本とします。ただし、さらに⻑期に活動することが必要であると判断される
場合には、被災道府県の原⼦⼒災害医療調整官は、派遣チームの派遣調整の
⼿続きと同様、被災道府県を担当する原⼦⼒災害医療・総合⽀援センターの
協⼒を得て、活動期間の延⻑または交替について調整します。

⽀援受⼊医療機関での活動は、その医療機関の⻑の指揮下で⾏います。汚
染のある患者に対する救急医療等の提供、⾼度被ばく医療⽀援センター等へ
の搬送⽀援など原⼦⼒災害医療に係る活動の⽀援が基本となります。また、
事前に策定されている各種計画において、派遣チームによる対応の⽅がより
適切と判断される場合（例えば医療機関における避難計画を実施しようとし
た際や避難所等での救護活動を⾏おうとした際に計画上の⼈員確保が困難と
判断される場合）等には、必要に応じて原⼦⼒災害時の医療ニーズに可能な
範囲で柔軟に対応します。

なお、原⼦⼒災害医療・総合⽀援センターの派遣チームが出動した場合は、
出動先の組織の⻑の指⽰のもと、複数の派遣チームの活動について統括する
とともに、必要に応じて他の保健医療関連チームとの活動調整を⾏います。

関係機関からの⽀援がなくても単独で活動を続けられるよう、派遣チーム
の移動時間及び活動期間に必要な⾷料・飲料⽔、その他の⽣活必需品等につ
いては、派遣チームが⾃ら準備・調達することを基本とします。また、後⽅
⽀援の業務を担う業務調整員の同⾏が望ましいです。



安全の確保

❖ 情報共有体制

❖ 防護装備
◇ 個⼈被ばく線量計（電⼦式が望ましい）
◇ 個⼈被ばく線量管理；作業時間、累積線量等を記録
◇ 放射性物質による汚染の恐れがある場合は、マスク、防護服等を装

着
◇ 安定ヨウ素剤の携⾏

国
被災道府県

原⼦⼒災害医療・
総合⽀援センター

原⼦⼒災害医療
派遣チーム• 原⼦⼒災害が発⽣した原⼦炉施設等の状況

• 緊急時モニタリングの結果
• 原⼦炉施設等の状態予測
• ⽀援受⼊医療機関の活動状況など

定期的に伝達
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国、被災道府県及び原⼦⼒災害医療・総合⽀援センターは、原⼦⼒災害が
発⽣した原⼦炉施設等の状況、緊急時モニタリングの結果や原⼦炉施設等の
状態予測、⽀援受⼊医療機関の活動状況など必要な情報を迅速かつ的確に把
握するとともに、これらの情報を派遣チームに定期的に伝達する体制を確保
します。また、緊急に対応が必要な場合に迅速に連絡がとれる体制も確保し
ます。

派遣チームを出動させた医療機関の⻑は構成員⼀⼈ひとりに対し、線量管
理の観点から個⼈線量計を貸与し、作業時間、累積線量等を記録します。ま
た、放射性物質による汚染の恐れがある場合は、マスク、防護服等を装着し
ます。原⼦⼒施設の状況により放射性ヨウ素を含む放射性物質の放出の可能
性が⾼まった場合に備えて、安定ヨウ素剤を携⾏します。



連絡、記録の作成と保管

❖ 活動状況
◇ 派遣チームの放射線防護関係者は派遣チームを出動させた医療機関

の⻑及び医療機関を通じて被災道府県を担当する原⼦⼒災害医療・
総合⽀援センターに対し定期的に報告

❖ 活動記録
◇ 個々の構成員の作業期間
◇ ⽇々の作業時間
◇ 作業内容
◇ 個⼈累積線量
◇ 環境放射線の測定記録
◇ 移動経路、移動⼿段
◇ 所要経費、宿泊費⽤
◇ 購⼊・借⽤した資機材等
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出動先での活動状況について、派遣チームの放射線防護関係者は派遣チー
ムを出動させた医療機関の⻑及び医療機関を通じて被災道府県を担当する原
⼦⼒災害医療・総合⽀援センターに対し定期的に報告する。また、可能な範
囲で詳細な記録を作成し、紛失または他のものによる改ざん等を受けない措
置を講じるよう努めます。

派遣チームの放射線防護関係者は、活動終了後に派遣チームを出動させた
医療機関の⻑に活動記録を提出します。また、個⼈情報保護に配慮した上で
医療機関を通じて被災道府県を担当する原⼦⼒災害医療・総合⽀援センター
にも活動記録の概要を提出します。



活動の終了

原⼦⼒災害医療・
総合⽀援センター

原⼦⼒災害医療
調整官

医療機関

被災道府県 ⾮被災道府県

原⼦⼒災害医療
派遣チーム

助⾔

被災道府県の医療ニーズ
等を勘案

派遣チーム全体の
活動終了決定

伝達

派遣チームの
活動終了

派遣チームの
活動終了

活動記録

活動記録
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出動した個々の原⼦⼒災害医療派遣チームの活動の終了は、派遣調整また
は派遣中の段階であらかじめ調整された（計画された）活動の終了時点を基
本とします。

被災道府県における派遣チーム全体の活動の終了は、被災道府県の医療
ニーズ等を勘案しつつ、被災道府県を担当する原⼦⼒災害医療・総合⽀援セ
ンターの助⾔も踏まえ、被災道府県の原⼦⼒災害医療調整官が決定します。
被災道府県が派遣チーム全体の活動の終了を決定した場合には、被災道府県
から派遣チームを出動させた医療機関を管轄する道府県に対し、派遣チーム
の活動の終了を伝達します。

派遣チームの活動の終了を伝達された道府県は、派遣チームを出動させた
医療機関に対し、派遣チームの活動の終了を伝達します。派遣チームを出動
させた医療機関の⻑は、被災道府県における全ての派遣チームの活動終了後
に、その全記録を集約して被災道府県を担当する原⼦⼒災害医療・総合⽀援
センターに報告します。



費⽤の⽀弁

❖ 原則
◇ 派遣チームを出動させた医療機関を管轄する道府県が当該医療機関

に⽀弁
◇ 派遣チームを出動させた医療機関を管轄する道府県は、派遣チーム

の派遣要請を⾏った被災道府県に対し、上記費⽤を求償できる。

❖ 災害救助法が適⽤された場合
◇ 要請を受けた⾮被災都道府県は、災害救助法第20条に基づき、被災

道府県に対しその費⽤を求償できる。
◇ 災害救助法第20条に基づき派遣チームの活動に要した費⽤を求償さ

れた被災道府県は、同法第18条により求償した⾮被災道府県に対し
て費⽤を⽀弁する。

❖ 災害救助法が適⽤されない場合
◇ 被災道府県が⾮被災道府県あるいは医療機関に費⽤を⽀弁
◇ 原⼦⼒事業者が賠償責任を負う。
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派遣チームの活動に要した費⽤は、原則として、派遣チームを出動させた
医療機関と医療機関を管轄する道府県があらかじめ締結した協定に基づき、
管轄の道府県が当該医療機関に⽀弁します。派遣チームを出動させた医療機
関を管轄する道府県は、派遣チームの派遣要請を⾏った被災道府県に対し、
費⽤を求償できます。

災害救助法が適⽤された場合は、要請を受けた⾮被災都道府県は、災害救
助法第20条に基づき、被災道府県に対しその費⽤を求償し、被災道府県は、
同法第18条により求償した⾮被災道府県に対して費⽤を⽀弁します。

災害救助法が適⽤されない場合は、⾮被災都道府県が協定に基づき医療機
関に費⽤を⽀弁した時は、⾮被災都道府県は、被災道府県に対してその費⽤
を求償できます。協定を締結していない時は、被災道府県は、当該医療機関
に対して活動に要した費⽤を直接⽀弁します。派遣チームの活動費⽤は、原
則として、原⼦⼒事業者が賠償責任を負います。



まとめ

❖ 原⼦⼒災害医療・総合⽀援センター、⾮被災道府県から派遣
チームを出動させることが基本

❖ 医師、看護師、放射線防護関係者等の4名以上から構成され、
移動時間を除く5⽇間の活動が基本

❖ 移動⼿段、資機材等は⾃⾝で準備
❖ 関係機関との情報共有、連絡体制は必須
❖ 活動記録の作成、保管
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